第４回 堺市民会館整備計画検討懇話会　議事録（要旨）
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	５．議事録要旨


（１）開会

（２）議事

　　≪座長より今後の進め方について動議があり事務局より説明≫
◎津村座長

当初この懇話会は5回程度開催し、5月中に整備計画（案）をまとめるということで進めてきたが、これまで委員の皆さまから本日の議事案件1・2の「事業計画」と「施設計画」について様々なご意見等をいただいている。
懇話会の進め方等について事務局の考えはあるか。
●事務局（河辺参事）

　　これまで計3回にわたる懇話会を開催させていただきましたが、この間、委員の皆さまからは、豊富なご経験とご見識による技術的な、また、運営面等からの様々なご意見、ご提案をいただいておるところでございます。

本日の案件である多目的ホールのあり方等につきましては、整備計画（案）を作成していく上で、大変重要な事項であると考えております。

このような中で、事務局といたしましては、委員の皆様からのご意見・ご提案を踏まえながら、より深く検討をしてまいりたいと考えておるところであり、懇話会につきましても、委員の皆様にはご負担をお掛けすることとなりますが、少し回を重ねてご検討を頂きたいと考えています。
◎津村座長

事務局から懇話会の開催回数を増やすことについての提案がありましたが、皆さまよろしいか。

≪異議なし≫

◎津村座長

それでは、懇話会の開催回数やスケジュール等につきましては、また事務局と調整をしたいと思いますのでよろしくお願いする。

≪案件１「事業計画」　案件２「施設計画」について事務局より説明≫

◎津村座長

　　事務局から新しい施設のミッション及び事業計画、施設計画の説明がありましたが、今の説明に対して委員の皆さまからご意見をいただきたいが、まずミッションについて前回の懇話会で河島委員から意見等がありましたが、いかがでしょうか。
○河島委員

　　前回の事業方針の資料では、やることを並べているだけのように見えた感があったので、それによって何をしようとしているのかということを作る必要があると申し上げましたが、資料2ページの「文化力の向上」「都市イメージや都市格の向上」「まちの賑わいの創出」の3点にまとめたと受け取ってよろしいでしょうか。
●事務局（柴坂主幹）
　　ご指摘をいただきましたとおり、「文化力の向上」「都市イメージや都市格の向上」「まちの賑わいの創出」という形でまとめさせていただきました。

○河島委員
　　文化力の向上ということですが、資料1ページの「文化芸術の普及・人材の育成」「市民の文化・交流・創造活動を支援」の2つを更にまとめたものとして受け取ってよろしいでしょうか。
●事務局（柴坂主幹）
　　そのとおりです。
○河島委員

　　資料1ページ目が分かりやすくていいですね。
◎津村座長

ミッションや事業方針についてはかなり分かりやすくまとまってきたと思いますが、そこから何をしていくかということですので、それを踏まえて事業計画を考えていく必要がある。

　　単純に多目的ホールの45本の事業数は目標なので良いとは思いますが、たいへん大きな事業数だと思います。
○本杉委員

　　資料4ページで前回、多目的ホールについて700席でかなり色々なことをしようということは技術的にも人の面でも大変ではないかということで色々ご検討いただき、タイプ2・3が出てきましたが、ランニングを考えるとタイプ3のようなものが良いのではないかと思える。

　　小さなコンベンションや会議機能が非常に多いということですが、資料7ページのリハーサル室や会議室などを受け皿とし、ホール機能は舞台に専念した形で考えた方が良いと思う。

　もう少し考えていかなければならないのが、表の左端の舞台のところにプロセニアムという言葉が並んでいますが、プロセニアムを持つということがどういうことを指すのかこれだけでは分かりません。もし、フライタワーを持つことだとすると、音響反射板やバトンの数を充分に確保することになっていくのかもしれません。こういう考え方だと、確かにパターン1に比べてランニングの負荷が軽減されると思いますが、大ホールのミニチュア版という考え方が残っているようで、効果的でない気がします。あまりこのようなことを限定的に考えず、今後具体化していく中で必要であればするというように最初から決めない方がいいと思います。

　　資料7ページの大ホールのところに客席可変で手動スライディングウォール方式と書いていますが、客席可変がどうしても必要であれば考えなければなりませんが、手動でやる手間を考えると大変なので使われずに終わってしまう危険性がある。そうするならば、少なく使うときにも「少なく見える」と言うと抽象的ですが、デザインとか計画の問題としてそれを考えておくぐらいにして、技術的なこのような装備でというような具体的記述をせず、考え方だけを表現するという形で良いのではないか。場合によっては照明だけを消して暗くしたり、椅子に布をかけて「売っている席ではありません」ということをハッキリさせておいたりするのも良いのではないかと思います。
○多胡委員
　　資料4ページのタイプ2とタイプ3のどちらにしても客席は傾斜があるということですね。タイプ3の固定席で選ぶなら現状が客席256席とはいえ客席300席となると少なくないですか。客席を埋めるのが容易になりますが民間団体としてペイさせていくとなると非常につらいのではないか。京都会館のように肉声でもやれたりピアノのリサイタルをやれたり評判も良いし、500席くらいが普通ではないか。贅沢といえば贅沢ではあるが。2,000席となると商業演劇では無理ではないか。
◎津村座長
　　新劇や商業演劇というものは、ここでは2000席のホールを使わなければ出来ないということになります。

先ほど本杉委員が言われたように2,000席あっても2,000席として考えないという手法もあると。事務局は1000席から2000席をそのような手法で、市民の方が使われるときなども対応するという提案であると思います。客席を消すのはかなりコストがかかりますので、もともとの器としては2,000席ではあるが、今の技術力やいろいろな手法で1,000席程度の対応をするということになります。
○多胡委員

　　客席数については、現在の市民会館では企業やその他が講演会や説明会など使っている率が高いので、実態と照らし合わせてさらによく検討する必要がある。
◎津村座長

　　全国どこのホールでも客席数は大激論になります。結局は何をめざすのかということです。「これから何をやっていこう」「才能を伸ばしていこう」という若い方にとって300席や200席は非常にいい空間だという意見があると思います。
○多胡委員

　　青少年団体の方などミュージカルや演劇など300席などチケット売っても元を取れないというのもある。400～600席ならチケットをさばくことができると言っている。
◎津村座長

　　ミッションによって作ろうというところと、多胡委員がおっしゃられているようなところをめざして400～500席をつくろうというところと、商業演劇をやろうとして1000席をつくろうというところでいつも大議論になりますので、じっくり決める必要があると思います。
○橋爪委員
　　今日の議論は今後、基本設計のプロポーザルに向けていずれ要項にのる前提を議論していると認識してよろしいか。そうであれば、事業計画に関しましては、運営主体のあり方まで議論されていない段階であれば仮の想定ということですね。これは先々、相当変更もあり得るということだと思います。
　　どのような多目的ホールがいいのかについても、どこまでが予見かというところが動くと当然結論が変わってくるので、本日の資料で言いますと固定席か平土間かということがひとつの大事な論点で、ここを固めないとなかなか効果的に次にいけない。明らかなのはコンベンションの用途が入るか入らないかで平土間か可動席かに変わってくる。要は間仕切りするかしないかではなくてコンベンション用途を入れるかどうか。それをこの場で議論すべきかどうか判断がつかない。これは行政サイドから提案が欲しい。コンベンション利用するのであれば自ずと平土間になると思いますが。
◎津村座長

　　ただし、今ここではミッションとかホールをどうするのかが問われており、コンベンションありきで、コンベンションだから平土間でないといけないということではありません。ホールの形態でも東京国際フォーラムのように使用されています。
○橋爪委員
　　国際会議ではなくて展示会での利用も想定するのであれば、平土間にせざるを得ない。会議だけであれば固定席でもできる。

◎津村座長

　　もちろん当然最後には市が決めなくてはいけないことなのですが、逆に最初からそういうことであれば議論する必要がない。

○橋爪委員

　　コンベンションという言葉が出たり消えたりしている。資料4ページでは出てくるが資料5ページでは舞台芸術だけの用途になっている。そうであれば平土間の議論というのは消えてしまう。

◎津村座長

　　大抵もうひとつ多目的ホールではなくて、片方で持っておかなければならないのがリハーサル室なのです。リハーサル室というイメージいくとリハーサルをするところで何もなくて平土間、フローリングということしかない。実は最近のリハーサル室は公演までできるリハーサル室を持っているところが結構たくさんある。今、橋爪委員が言われたとおり展示会をやっているリハーサル室もあります。デザインとか動線のことを考えて運営面でどう考えていくかによって、そのようなリハーサル室を完備できればコンベンションという項目を入れていても固定席でもいいのではないかという意見があると思っています。
○橋爪委員

　　企業の展示会もあるし、市民の方がギャラリー的に合同の展覧会として使用することも想定するのかどうか。用途のほうが上位の議論になると思います。
◎津村座長

　　もうひとつ展示会でいいますと、一度も話に上がっていませんでしたがロビーでの展開とか。今もされているか分かりませんけどシンフォニーホールではロビーとホールを別貸していましたよね。ホールが空いているときにロビーだけで幾らという形で企業の展示会とかもたくさん行われていましたので、そういうやり方もあるのではないかと思います。最初からロビー固有で使えるようなデザインもあるのではないかと思います。その場合は市民の方がたいてい中心になるかと思います。
○多胡委員

　　ロビーやホワイエで催しをされるところもあります。リハーサル室、小ホール、大ホール、ホワイエという整理がもう少しかかると思います。
◎津村座長

　　客席数の問題はきっと何回やっても結論はでないと思います。
○河島委員

　　300席の固定した小ホールでは実は使いづらくなる気がします。非常に実験的な少人数の贅沢なことをやるならば、何席入るか分かりませんがリハーサル室を使うというのもあると思います。大ホール、多目的ホール、リハーサル室、ホワイエを上手く使いまわしできるように考えていってはどうかと思います。
　　大ホールの2,000席を1,200席しか使わないときの可能な造りとそうでない造りがあると思いますが、例えば横に広い場合が良いのか、奥行があって1階と2階がある場合に2階を使わない方が良いのか、私はホール建築の専門ではないので教えていただけませんか。
○本杉委員

　　大ホールで客席可変をする場合、バルコニー席のどこかで仕切りを作って後ろの方を隠してしまう方法があり、相模大野グリーンホール1,790席を1,240席位に愛知芸術劇場は2,500席を1,900席に可変します。東京芸大奏楽堂やまつもと市民芸術館のように天井が下りてくる方法もあります。新国立劇場は横から壁が出てきて広いギリシャ劇場的なものをプロセニアムタイプにすることができます。
○河島委員
　　大ホールは空間の制約上、こういう形にならざるを得ないというのは決まっているものはありますか。

○本杉委員

　　ありませんが、おそらくクラシックのコンサートをやるとなると客席の幅はむやみに大きくできないので一定の幅に入ってくることが考えられます。
○橋爪委員
　　基本的に建てるときのイニシャルもそうですが運営コストも市民の税金をかける。可動にすることによってコストが上がるのであれば、2,000席のホールで後ろの1,000席分を空けて公演をすればよいだけのこと。
　我々は公金（税金）で運営することを念頭において、無駄な装置を作って上手く機能していない、といったことが絶対にないように考えるべきだと思います。
◎津村座長

　　先ほど本杉委員からも同じような話がありましたように、それでいいのではないかと思います。
○多胡委員
　　私もそれに賛成です。
また客席数の話に戻りますが、300席しかないようなスペースは市内の他にもたくさんあります。しかし500席で演劇となると市内でも少ない。ホールの広さや舞台をどのように用意するかについてはいったん造ると変えることができない。どのあたりで定着させるかがポイントになってくるだろうと思う。
○本杉委員

　　はっきりと記憶していませんが、確か市内には幾つもホールがあって市が管理しており、その中には700～800席くらいが多い。そういうことも考慮に入れて考える必要がある。この施設は中核的な施設であって地域施設もあるという考え方はとても良いと思います。

以前から申し上げていますように、市の文化施設を計画するにあたっては、本計画を中心的に考えなければならないが、同時に地域的な施設の再編、再整備などを併せて考えていく必要がある。そのときに今後それらの地域的な施設が今のままでいくのか、それともどのような装備、規模、内容で行くのかを併せて考えなければならない。

　　多目的ホールの客席について申し上げますと資料7ページには300～400席程度と書いていますが、資料4ページには300席と書いており、おそらく市もまだ迷っていて、それぐらいの感じということで書いてあると思いますが、私はそれで良いと思います。

やはり難しいのは大ホールで、2,000席のカッコ書きにオーケストラピット使用時と書かれていますが、オーケストラピットにお客さんが入っていない状態で2,000席ということは、お客さんが入ってくると2,150席に増えてくる。そうすると相当の客席規模になり、その規模というのはなかなか全国的にもたくさんあるものではない。そうなると、そこでどのようなことをやろうとするのか、或いは、その客席規模でありながら且つより小さな1,200～1,300席程度でもそれらしい見栄えで舞台に立つ人に気持ち良くやってもらえるようなホールのデザインを考えていかなければならなくなり、最大をどれぐらいにしていくかは本当に悩ましい。2,000席を超えるというのは覚悟がいるうえ、これから議論していくプロデューサーについてもですが、同時に施設にとっても大変上手なデザインが必要になってきます。
◎津村座長

　　運営についても技術的なことを含めて本当に上手く運営していかないと1,500席を超えると事故の面でもリスクが大きくなってきますので、そこはもう覚悟をして進めていくことであると思います。人数の問題については、ずっと話し合っていると今日はそれだけで終わってしまいますので次の議論に移らせていただいてもよろしいでしょうか。
○多胡委員

　　結構です。ただし、市の中心施設になることとミッションに相応しい形を良く考えて決めていく必要がある。それは他ではもう造れませんから。
◎津村座長

　　国内の他の地域でも中核になるホールの方が、実は小ホール的なものを小さくつくっているところがある。それは、本杉委員からお話しがありましたように堺市もそうですが色々な700～800席クラスのホールがありますので、ここで育った人達が700～800席のホールを使えるようになっていくために、ひとつの空間として利用していくという考え方で拠点と位置付けている他都市の事例もありますので、その辺りは議論になっていくと思います。形状はこれから話し合っていかなければならない。
　　事業計画についてですが、橋爪委員からお話がありましたように内容はこれからどんどん変わっていくもので自主事業をやるぞという意思表示で良いと思いますが、公演しか書いておらず育成・普及系に触れていない。育成・普及機能系のことについても資料4ページに入れていかないと事業でくくっていますので、どうかなぁと心配しています。
○河島委員
　　普及系というのはどのようなものをイメージされていますか。

◎津村座長

　　資料9ページをご覧ください。これは組織についての資料ですが、ここでは普及・育成スタッフとして、地域や学校を対象としたアウトリーチ事業や参加体験型プログラムの企画・実施することとされていますが、実際に事業計画の中にそのような事業もやるのだと言うことが表示されていないとどうかと思いましたので。
○橋爪委員

　　事業とは何だという話でしょう。ここでは運営主体が自ら主催するものが自主事業である。主語が「堺市」はではなく、「想定される運営主体が」になると思います。整備計画における事業計画であり、設計段階での縛りであると理解しています。
◎津村座長

　　了解しました。ここではホールだけで行われる事業だけで良いということですね。
≪案件３「管理運営計画」について事務局より説明≫

○本杉委員

　　資料9ページでは、最近こういう形態ですよね。資料17ページで協賛金や助成金、ネーミングライツ等を積極的に確保していきましょうということなのでしょうけど、ネーミングライツは別として、このような協賛金や助成金など他の資金を活用するというのはあって良いと思いますが、そのためにはそれなりの組織が必要だと思います。資料では人数が書かれていないので分かりませんが、現状、人が少ないところでは無理をしてそのためにもっと忙しくなっていると聞いています。特に震災があったときには震災の助成金を貰うために、人がいないなか、施設が壊れているなかで苦労したと聞いています。ある程度、専門化された職能やセクションが資料9ページの中に必要だと思いますがいかがでしょうか。
◎津村座長

　　もし余裕があれば絶対に必要です。本当に色々な館がそこでアップアップになっています。実際に20年くらい前の文化施設と今の文化施設では一人のスタッフが賄わなければならない仕事の量が少なく見積もっても3倍以上になっているはずです。だけども給料は安くなっていっており、文化が最もワーキングプアをつくっており大問題だと考えています。可能ならばもう少し分業するなど本来は公共の施設が模範を見せていかなければならない。しかし無い袖は振れないので、出来ないのであれば事業をどのように縮小していくか考えないといけない。そのための勉強を教えている大学が日本には沢山あるわけですから、その人たちがまったく就職できない状態で今いますので、そういう意味では人を育てると言うことに貢献していくだろうと思いますし、そういう方々がいらっしゃれば、そのまちに色々な方が集まってきます。本杉委員がおっしゃいますように余裕があれば絶対に必要だと思います。
○橋爪委員
　　今のご指摘のとおり、資料9ページのところにファンドレイジングやファンドマネジメントする資金を集めるために動く人の概念が営業のところにはなくて、あくまで事業系は舞台をつくったり、外や学校で活動したりするだけの事業しか想定されていないことにそもそも問題がある。

　　運営費を稼ぐと言うのはここでは馴染みませんがファンド基金を集めることや寄付の受け皿というものを組み込んでおくべきだと思います。

◎津村座長

　　総務系も事業系も技術系もみんなが申請書を書けないと駄目だと思います。ちゃんと勉強をして申請書を書ける人間として「政策ができる」「総務ができる」「普及ができる」というようにならないと、自分がやっている事業を助成してもらう訳ですから。これからは書けて当たり前である。逆にそのような研修をやる場をつくっていかなければならない。
○橋爪委員

　　資料10ページの事業系の施設提供・地域連携のところの市内各種ホールとの連携・連絡調整、友の会の管理とありますが。役所の「管理」という書き方に問題がある。本当に友の会を管理しているだけといった活動になる。積極的に新しい会員を増やすことも含めて考えるのであればもっと積極的な書き方があると思います。
◎津村座長

本当にごもっともだと思います。もう少しアクティブな書き方が必要だと思います。
○本杉委員
　　資料12ページですが、「市が直営すると少し高くなります」「民間に出すと安くなります」という構図の書き方はあまり良くないと思います。質の高いことをやろうとすればお金がかかるのは当然で、現在民間に出すとなぜ安いかというと安くても仕方ないというような内容のことしかやっていないから安いわけで、それ以上のもっと良い、価値の高い、他館や他市に比べて価値のあることをやろうとすればそれなりの人材が必要になってきます。こういう書き方では、自分のところがすると高くなって民間に出すと安くなりますという単純な発想になってしまうので、そこはもう少し考えた書き方をしてほしいと思います。目的に対してどのような運営をするというところが大切だと思います。

◎津村座長

　　民間企業も良いところもたくさんあるのですが、メリットでコスト削減や事業企画のノウハウ、人材の機動的な配置などによる効果的・効率的な運営が期待できるとありますが本当に期待ですよ。そのような人材がいるところに指定管理できれば期待ができますが、日本ではほとんど今のところ成功例は数が限られています。コスト削減されると運営できないので解消されたところがいくつも出てきています。

○多胡委員
　　管理運営方針のなかの公益性と収益性のバランスの文章が分かりづらい。

◎津村座長

　　公益性を担保しながらちゃんと収益性も無視せずに考えてやりましょうということだと思います。あまり収益性ばかりを言うと利益を出せという話になってくる可能性がある。ホールというのは絶対に利益が出ないのは当たり前です。ですから利益が出ない分をどのようにスポンサードするかです。事業系と市民利用の両面がありますが、建てる費用や諸々の費用のことを考えたら、どんなに地方にあっても渋谷でにあっても同じなのでランニングは変わらない。地方でも900席、1,000席のキャパがあれば1日100万くらい取らないと割に合わない。そんなことすると誰も市民は借りない。そこをどのように埋めるかの論議になります。
○多胡委員

　　ですから、そこの文章を分かりやすくした方が良いと思います。
◎津村座長

　　分かりました。もう少し分かりやすく書いてもらいましょう。
○橋爪委員

　　あとあと管理運営組織を公募・非公募、直営・指定管理などから選ぶとしても、管理運営方針の資料8ページの記載は上位の概念である。行政の管理部局がどのようにするかが書かれていると読まざるを得ない。対して、後段資料9ページとは別だと考えるべきである。双方の関係性で、意味が分かりづらくなるのであれば変えるべきである。
　資料12ページのなかで直営か指定管理のメリットとして書かれている「施策方針への反映が可能となるかどうか」についてはいかがなものか。ガバナンスが効くかどうかの話で、当然、上位概念として行政のガバナンスは効かせるべきである。文化芸術の振興や文化力の向上など上位計画のことを言っているわけだが、これを民間に投げるとここが課題となるのでバランスを取るべきだということを言おうとしている。
　要するに民間企業に投げることのデメリットとして収益性を追求し過ぎると、公益性とのバランスが損なわれる可能性があり、ガバナンスを効かせることと民間に渡すと施策方針が反映しづらくなると踏み込んで書かれているが、本当にそうなのか。理解しづらく書き過ぎであると思う。
　公募・非公募というのは、いかに議論してもメリット・デメリットの双方がある。行政側で決めていただくものであり、さらに公益財団法人の在り方については政治的判断に踏み込んでご議論していただかないといけない。我々としては資料12ページのメリット・デメリットの書き方がこれで良いのかなどチェックするぐらいかなと思います。
　資料11ページのところで、このまま読むと全部門、例えば公募の場合は1社が全て受け持つイメージに見える。基本は事業部門と運営・技術系を分けるというのがあり得るかどうかということで、1社で受けて外部委託をそれぞれしていくのだという絵柄に見えるので、そういう理解で良いのか確認したい。他の考え方はないのか。
　もう一点、外部評価組織の在り方がこの絵柄が不十分である。ここで行政組織とかが書かれていて、そこでチェック機能がどこで入るのかクリアにしていかない。受けた組織の外部評価組織なのか、指定管理を出した事業全体に関する評価組織なのか、この図では読めない。運営組織に外部評価組織を設けようという理解で良いのか確認させていただきたい。
○河島委員
　　橋爪委員からガバナンスのお話がありまして少し関連すると思うのですが、ここでいう外部評価組織が何をどこまでするのかが重要になっていて、ひとつずつの公演に対して「成功した」「失敗した」「赤字になった」という評価をするのか、年間を通して全体としてのパフォーマンスがどうであったかを評価をするのかに分かれますが、おそらく後者のような気がします。

　　先ほど業務部門のところで、業務の役割の書き方が良くない等の意見があり、そうかなと思うところがありましたが、執行責任部門というマネジメントチームというところが重要だと思います。この方たちもかなり全体のことを見通しているでしょうが、目の前の事業をどんどん転がしていって赤字を増やさないような方法で、しかも現場の人たちをハッピーにするというのは相当に忙しくなる。そうではない立場で全体を見られる人が必要だと思います。
　　海外の組織だと欧米ではマネジメントチーム以外に理事会というか評議会などの組織を作るはずです。そこで年間を通して全体の評価をしつつサポートもする。評価とは必ずしも点数をつけるというのではなく、その方たちに情報とかネットワーク等のリソースを持ってきて外からの目で助けてもらうという委員会みたいな組織を作れば、ガバナンスとしてもう少ししっかりしてくる。ここまでは執行責任部門の執行マネジメントである。マネジメントチームの上に位置するのか、或いは上下関係ではなくサポート機能としての位置付けとしてのやり方もあるとは思います。そのような委員会を持つとマネージャーの方々も相当助かると思います。情報をまとめて整理して委員会で資料を作るなどお世話も大変になるかと思いますが。その人たちの独自の情報やネットワークを活用して、アメリカだと「学校との関係は自分たちでやる」とか「ファンドレイジングは自分たちでやる」などの機能を必ず持たせています。ボランティア組織が成熟していますけど、日本の組織はそういうところが少し弱いので、ほかの文化会館もあまり持っていないかも知れませんが、場合によっては堺市でもそのようなやり方を試してみればいかがでしょうか。
◎津村座長

　　そのようなひとつのやり方は絶対に必要になると思います。俺についてこい意識がかなり残っていますので、それを分散してやっていかないと結局は誰かに全てかぶってくる。それでも良いのですが母体が大きくなっていくとそれで済まなくなりますので色々な意見を聞くことは重要です。外の外部評価組織なのか内部に持つのかは別として、そこに評価も含めてどのようにコミュニティ的なものを持つかだと思いますし、とても重要なことだと思う。
○河島委員
　　運営体制や施設を作る前は、私たち外部の人の意見を言わせてもらう場がありますが、いったん作るとあまりない。従来は全然なかったのが、最近は評価委員会を作らなければならないということで、このような組織に外からの意見を聞く機会を設けています。私が経験している範囲では外部評価委員は幾つかのところでありましたが、どちらかというと評価する立場の人はサポートしてあげたいと思っていて、「そのような見方があったのですね」「自分たちが一生懸命やってきたことは間違っていなかった、次はこの方向にいこう」等と考えることができ、結構うまくいくと思っています。やり方と委員の選定にかかってくるかもしれませんが割といい結果を出しているので是非とも試していただきたいと思います。
○橋爪委員

　　現状、市民会館はそのようなチェックをしているのですか。

●事務局（河辺参事）
　　毎年度、指定管理者による自己評価(第一次評価)、市による評価(第二次評価)、指定管理者評価委員会による第三者評価(第三次評価)を実施しております。
○橋爪委員

　　この資料は指定管理者を評価する委員会のイメージですか。
●事務局（河辺参事）
仮に指定管理者制度を導入するとなると、市のシステムに沿った形になるかと思います。
○本杉委員　　
　　今後の検討課題と書いている資料16ページの申し込み方法で現在は先着順であるとなっていますが、このような制度が良いのかどうか。もう少し館が主体となって「積極的に事業として行っていきたい」「貸館としてやりたいのだ」とアピールするのであれば、先着順ではなくて別の方法を考えなければならないと思います。それをだれが判断するのか、どのような組織で決めるのかというのも併せて考えていく必要があると思います。開館時間や休館時間にも絡んでくることで、現状は第2・4火曜日が休みとなっていますが、ある人数で1年間運営していくのであればもっと休んでも良いと思いますし、無理な日程で過酷な労働になるよりは定期的又はまとめて1カ月休みを取るようことも良いと思いますので、そういうことも含めて考えていく必要があると思います。

◎津村座長

　　これに関してはほとんどが設置条例をどうするのかということになります。資料は現状で書かれていて、今の市民会館の設置条例ができたのは建ったときでしょうから40年くらい前の時代にマッチした設置条例ですから、きっと今は社会が変わってしまっていますから、今回も新しい会館ができるときにどのような設置条例をつくるかは市にかかっていることだと思います。細かいことを言いますと、7日間を超える連続使用ができないなんてやっているホールは今やほとんどありません。むしろ積極的に借りてくださいとなる。設置条例として運営を効果的にできる方法論を考えていかないと区分利用の方法でもこれだけ区分利用を分けると効率的に出来るはずがない。スタッフのローテーションも全然埋まらなくなってしまいますので、その辺のことを踏まえた設置条例を考えていくことかということだと思います。
　　また、40年くらい前に出来た料金設定と今の料金設定では全然違いますから、料金設定をどのようにしていくかである。もちろん高くなると市民の方々から反発も出るかもしれませんが、それを押しのけてでもどのような料金設定にするのか、前の市民会館と同じ料金にするのかということも議論だと思います。そこまで我々が踏み込んでいいのかというのは分かりませんが、良い設置条例を作ることができればベストだと思います。
○橋爪委員
　　資料11ページの図で先ほど少し注文を付けましたが、管理運営組織が立ち上がった時の絵柄でしかなくて、実際はこれに至るまでのプロセスがあり、施設ができるプロセスに応じて運営組織をどのようにしていくかの手順というか段取りを提示していただければと思います。プロデューサー的な人が準備室段階から入って、実際に施設ができる段階で指定管理にするかどうかは別として運営者側が入ってくる形を取らないと同時にプロデューサーが組んでくるという指定管理者とは考え方が違う。プロデューサー的な人を先に何年か前には決めて、運営組織のコアとなる部分が決まってきて、業務部門は別途なんらかのかたちで事業体を決める等の手順が出てこないと一体のプロポーザルとなると施設ができるときに、要はビルディングを管理する会社と興行にも理解がある専門家チームが併せて企業体で組んでこいというようなことになりそうな気がしますので、それは、私としては良い考え方ではないと思います。
◎津村座長

　　これについては1社随契かどうなのかということも先ほど橋爪委員からお話がありましたが、オープンの時というのはまさしくそうで、途中で指定管理者に切り替わるときはともかく、新しい劇場、ホールですので橋爪委員が言われるとおり、3年前に準備室ができていなければ大抵そのホールを運営できない。これだけの大規模になってきますと早ければ早い方が良いことになってくる。これが、ひとくくりになってまとめてどこかに指定管理者で出されることは今回ではあり得ないだろうと思っています。なので、どのようなやり方が良いのかも含めてご意見があれば頂戴したい。
○多胡委員

　　準備段階での組織と目標へ到達するまでの組織、ある程度たって指定管理者に出す段階など時系列で考えないと無理がある3段階位の設定を考えたようなやり方と落とし所をどうするのか津村座長の館の運営経験がある方の意見を聞いて、プロセスを考えた資料を出していただけると分かりやすいと思います。

◎津村座長

　　方法としてはスタートの時に公募・非公募とありますが、全体として早く指定管理者を決めてしまって選んでいく方法と、館長、チーフプロデューサー、チーフマネージャーという方をまず選んでそこで指定管理者を決めていくパターンがあります。
　　以前、すごく揉めたのが芸術監督制度です。芸術監督というのは行政との契約が多かったのですが、指定管理者がもし変わったときに芸術監督をどのようにするのかが大問題となりました。このようなことは近い話としてあると思いますが、まずはオープンですので頭脳というか頭を取る人が重要だと思います。また、ブッキング的なところをいち早く固めていかなければならない。また、下に動いている人間が変わると頭を取るプロデューサーはやっていられないのです。ですから、最初から指定管理者をどこにするのかをきちんと決めてそれを一括でやる方が良いのか難しい問題ですが。
○本杉委員

　　動き始めから、いきなり指定管理を言いだすのではなく、特に頭となる人は市が信頼できる人を呼んできて動き出すことが大事だと思います。運営のトップの人、プロデュースのトップの人、技術のトップの人、3人ぐらいは設計を始める段階、或いは途中の段階でやむを得ませんが、なるべく出来るだけ早い時期に決まっているというのが大事で、その人たちがある方針を自分たちなりに決めていくことで初めて設計から建設、開館という流れができてくると思います。最初から指定管理にしてしまうと、どうなるか分からない状態で決めようがない。一番困るのは設計者で、市が特段このようにしたいという考えがなければ設計者が考えた流れでいくことになってしまう。それで悪いことにならなければ良いのですが、実際に管理運営する人たちのトップが決まったきに「これはこのようでなければ困る」などなってしまうと見るも悲惨な状態になってしまいます。館の活動方針に沿った運営を考えてくれる人に動き始めからチームの一員として加わってもらい、市と設計者と実際に運営して行く人が三位一体となった体制が大切だと思います。
◎津村座長

　　まず責任者といいますか、館長とプロデュース、技術の頭は市が直で早く決めて進めていき、ある時期が来たときに組織をどのようにしていくか。
○多胡委員

　　私も市が先に直が良いと思いますね。市は文化的なことをこれまでやってきていますから、市の方にそのようなことが分かるという人が存在している方が、評価とか体制が動き出したときに妥当な形になると思います。いきなり最初に人を探してきて指定管理者で組織ごとやったとすると危ないと思いますので、今おっしゃられたことに賛成です。
◎津村座長

　　組織という意味では、そのような形でぜひ進めることができれば良いと思います。
○橋爪委員

　　準備室のイメージが欲しい。どのような担当者が行政から準備室に入る、外部からどのようなプロデューサー候補がどのように関わるかといった内容が必要。今日の絵は、これは立ち上がった時の絵だけ。準備室のあり方について検討いただければと思います。
　準備室のイメージは、この整備計画（案）の中に盛り込まれないような項目と事務局が判断されるのであれば、別紙に考え方を出していただければそれで充分だと思います。
◎津村座長

　　私も整備計画にどこまで議論してどこまで書き込むべきか少し混乱しており、もう少し整理していきたいと思います。
○本杉委員

　　館長、プロデューサー、ディレクターなどが早い時期に決まってくれば、設置条例にも参加していくことになるでしょう。それはとても重要で、市の考え方ももちろん重要ですが、動いていくときの在り様を思い描いて条例をつくっていくことがとても大事です。そのような連携が設計と運営、行政とが一緒になって考えていく体制が早くできると良いと思います。
◎津村座長

実施設計前には揃っておかないととてもじゃないけど駄目です。その辺の時間軸の問題も含めて考えていく必要があります。

○本杉委員

　　資料8ページの管理運営方針のなかで利用者サービスの向上がありますが、これはとても大事だと思いますが、人としてのサービスだけじゃないと思います。施設全体がお客さん、ホールを借りてくれる人も含めて、是非ここで公演したい、お客さんとして来たいと思ってもらえるような施設をどのように作るかが大事です。そのためにどの施設規模になれば良いのかも併せて前の話と連動して考えなければならない。ある程度の規模の施設を作らなければならない事情があるとは思いますが、結局、席を増やせば物理的な問題ですから後ろの200席、300席は決定的に舞台から遠いわけです。遠い人でもまた来たいと思ってもらうにはどうすれば良いか、「とても安いか」「とても魅力的か」「とても出演者が良いか」くらいでないとなかなかリピーターになってくれない。普通、客席数を考えると最前列の客席も最後部の客席も平等の精神かもしれませんが日本では同じ席として造ります。しかし、私たち観客も遠くて見にくくなれば安くていいのだという認識を持っていて、それが運営としてお金に反映できてくれば良いのです。日本の場合は貸館が多いので、貸館にすると席をいくらにするかは借りたい人の範囲で館が口出しできないのでなかなか難しい。それは何か上手いやり方とか「前の方の席は肘掛がなくて窮屈だけど近い」とか、「後ろの方はベンチ式で背もたれがなくてとても安い価格設定にする」とか、「立ち見席を設ける」とかということで席数を稼げることだとそれなりのことができると思います。何もかも同じ席の条件で平均的な作り方にしてしまわず「また利用したい」「また来てみたい」となっていくのかを併せて考えてもいいのではないかと思います。
○橋爪委員

　　資料8ページの管理運営方針ですが、これが施設を運営する側と行政との管理運営方針であるとして、この文言が整備計画として表に出て今後の基本設計などのプロポーザルに配付される資料としたときにこの項目で十分かを確認すべきだと思う。
　例えば市民とともに、市民ボランティアとともに運営していく点を強く書くのかどうか、堺市ですから環境に配慮した施設運営に心がけるなど、管理上ここは気をつけますと書かれていますがそれだけで充分なのか、堺市がつくる市民会館の管理運営方針であれば項目として立てるべきものがあるのではないかと思います。
　従来型の管理の在り方が示されている。たとえばバリアフリーへの姿勢など、きちんと書くべきである。当然、記載するべき柱立てがもう少しいると思います。
◎津村座長

　　この点については、もう少しアクティブに色々と入れていけば良いと思います。言い過ぎたということはあっても多すぎたということはないと思いますので、極端な話だと新産業のことにも触れても良いと思っています。
　　あとは人材育成というと生意気に聞こえますが、文化芸術においての役割を持たないといけないとここで謳っておかなければ、なぜ普及なのかなどあとで引っかかってきますので、ここに関しては謳っていくべきだと感じています。
　　また、指定管理者については、審査する側、される側として長年ずっと付き合っています。ここに公募・非公募と例をあげていただいていますが、単純に公募・非公募だけで見ると大きな勘違いを起こすことになりかねません。積極的非公募なのか積極的公募なのかというところが一番大事です。公募をするのは逃げの公募というのがあります。説明責任を取らないで済むかたちでコンペをするというやり方です。非公募にして今の財団法人にするのであれば市民の方々に積極的に情報公開をして説明責任を果たせば別に非公募でも構わない。そういう意味で言っていますが、大都市のなかでもすごく非積極的な公募というのもありますから。指定管理に関しては、そういうことをちゃんとやっていただければいいなと思っています。
○多胡委員
　　今回のような運営やその他の事業方針について明確にせずに、非公募で指定管理をしたときに一番もめています。説明責任を公が逃げやすい。
◎津村座長

　　既存の財団が運営されるにしても、説明責任を果たされるのであれば公募する必要がないと思います。できないから公募に行ってしまうのが一番良くない。

○河島委員

財源の確保のところで、ファンドレイジングができる人材が必要であるとの意見が多数ありそのとおりだと思いますが、本当にしんどい仕事で、貰った分が割には合わないと思うことすらある。協賛金を貰うからにはこうしなければいけないというような手間ばかりかかることが多々発生することもあると思います。
　　目的は財源の確保だけでなく、色々なところにこの施設の事業を理解してもらって、それで共感してもらう大事な機会です。友の会制度もそうですが、普通あるから作るのではなくて、この会館で行っている事業の多くに対して共感しファンになる人を集めてその人たちに魅力あることをしていこうなど趣旨は本当に色々あると思います。
　　公的な助成金については、そういう面というよりは特に地域創造のJAFRAアワードを貰ったことは自慢になり、且つ議会に対してもかなり効くと聞いていますし、中の人のモチベーションに繋がると思います。手間もかかって割に合わないと思えることがあっても今後やっていかなければならない活動だと。担当者ひとりがやることではなくて、マネジメントチームの方々がこの事業をもっと打ち出して、このような助成金を取っていこうというもの凄く戦略が必要な部分です。ですから、その他というようなおまけではなくて実は大事なところになってきます。
◎津村座長

運営が公益法人になれば、友の会などの会員制度は寄付者とも重複してくるところになってくると思います。法律の改正で公益法人になれば寄付に対して税制上の優遇措置がされるようになりますので、これからはどれだけ寄附をしていただけるというような職員が窓口に必要になってくるのだろう。これもひとつのファンドレイジングだと思います。今はまだですが4・5年先、7・8年先にはもっと寄付という言葉が使われるようになると思います。　
また友の会はチケットを買うだけではなく、市民としてサポートする会になっていかなければならない。
○多胡委員

　　あと何らかの議論をしておかなければならないのがあります。建設予定地の周辺には市役所、裁判所、郵便局があり、堺駅と堺東をつなぐ大小路、26号線、大浜公園、環濠都市、中百舌鳥があり、これらを含めた一角を都心形成としてどのように考えていくかが重要である。敷地へのアクセスや、敷地の前に跨道橋が降りていること、敷地形状など若干、不利な面がありますが、このような大きな事業をするときはちゃんとやって、造った建物がまちを形成するのに役立つように何らかの形で議論すべきだと思います。今日はもう時間がありませんが。
◎津村座長

　　1回目の懇話会でも少し議論になりましたが、その辺りについてももう少し議論が必要ですね。
　　今回も幅広い角度からご議論をいただきましてありがとうございました。

（３）次回の開催予定について


●事務局（松下）
次回の開催につきましては、6月に開催を予定している。日程調整の上、改めてご案内をさせていただくが、第5回の開催に先立って事前に資料をご送付させて頂く。
（４）閉会
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